
第 2章 教育訓練政策の推移と現在の枠組み

会計検査院 (GAO)によると1999年現在､職業訓練または就職斡旋を主要目的とした連邦政府の

支援プログラムは40あり､予算にして117億 ドルが拠出されている｡これらのプログラムのほとんど

は連邦政府の三つの省､つまり労働省､教育省､厚生省の管轄にある｡これらのプログラムの主要

な対象グループは､社会福祉受給者､その他貧困にある成人と若年者､職を失って新しい仕事を探

している労働者である｡この三つのグループが各省によって規定された主な受給者の単位であり､

したがって日本の場合とは違い連邦政府が実施する支援策が､事業主､在職者､離職者の観点にお

いて議論されることはほとんどない｡この章はしたがって､まず職業訓練と教育を規定する方針及

び法的枠組みの概観を述べる｡続いて､事業主､在職者､離職者それぞれに適用されるいくつかの

補助政策の概要を記す｡

概 観

まずアメリカにおける職業訓練に関する立法上の歴史を簡単に述べる｡連邦政府による最初の主

要な職業訓練プログラムは､ ｢人材開発訓練法｣ (ManpowerDevelopmentandTrainingAct(MDTA))

で1962年に制定された｡これに ｢ジョブコア (JobCorps)｣を創 り出した1964年の ｢経済機会法 (the

EconomicOpportunityAct)｣が続き､そして社会福祉受給者を対象に訓練を提供した1967年の ｢就

労奨励プログラム (WorkIncentiveProgram(WIN))｣が続く｡この時点で既に急速に増加しつつあっ

た多数の連邦政府プログラムをまとめるための最初の試みが ｢総合雇用訓練法 (comprehensive

EmploymentandTrainingAct(CETA))｣で､1973年12月に制定された｡cETAによって､対象者を特

定した数々の訓練プログラムがブロックグラントに変換され､その補助金管理は州に委託される｡

これが､職業訓練に関する責任が､中央から州や地方へと移行していく第一歩となったのである｡

1980年代と1990年代にさらにいくつかの法律が議会で可決されたが､その一つが1982年の ｢職業

訓練パー トナーシップ法 (JobTrainingPartnershipActUTPA))｣で､これがCETAにかわって各州

の責任範囲をさらに拡張していった｡この他で注目に値する法律は､教育省が提供する職業教育補

助をさらに継続するべ く制定された1984年の ｢カール･D･.パーキンス職業教育法 (CarlD.Perkins

vocatlOnalEducationAct)｣､食券受給者対象の訓練プログラムを設立した1985年の ｢食糧保障法

(FoodSecurityAct)｣､そして1988年の ｢家族支援法 (FamilySupportAct)｣は連邦福祉制度を改

革しようとした初期の試みであり､これによりwINに代わって福祉援助の受給者を対象にした ｢雇

用機会と基礎技能 (JobOpportunitiesandBasicSkillsUOBS))｣プランが執行される｡

議会で成立 した最新の主要訓練関係法案は､1998年に制定された ｢労働力投資法 (Workfbrce
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InvestmentAct(WIA))｣である｡WIAの制定によって､それまでの70以上に及ぶ連邦教育訓練プログ

ラムは整理統合され､求職者が必要に応 じて利用できるよう援助する ｢ワンス トップセンター｣が

各州に設けられた｡この新制度では､特に在職者と事業主に対 し一貫 したサービスを提供するよう､

各州に一層の裁量を与えている｡ワンス トップシステムでは中等以上の教育訓練機関とパー トナー

を組むことが求められている｡したがって､州や地域での労働力開発促進のリーダージップを取る

役割が重要視されてきているのである｡WIAでは個人訓練勘定 (IndividualTrainingAccounts(ITAs))

による管理が義務づけられており､これを通し利用者はより自由に訓練を選択できるようになって

いる｡

これらの観点から､wIAは過去における連邦職業訓練方式を改革 し､新 しい総合的な労働力投資

政策を作 り上げたものとして認識されている｡新制度では顧客中心をめざし､個々人がキャリア形

成のために情報やサービスを効果的に利用 し､また事業主が必要とする技能を持つ労働者を見つけ

られるように援助する事を目的としている｡WIAでは以下7つの推奨項目が提示されている｡

- サービスの一貫化

一 個人のエンパワーメント

ー アクセスの拡充

- アカウンタビリティの向上

一 各地方の労働力投資委貞会と民間部門の役割強化

一 州及び地域の順応性

一 若年者向けプログラムと成人訓練プログラムの改良

2003年春現在ではwIAが成人のための職業教育及び訓練を管理する主要な連邦法規である｡一方､

教育省が管理する支援プログラムはどちらかというとフルタイムの学生並びに正規の教育機関に焦

点をあてている｡成人学習者が利用できる助成金とローン制度は主なものが5つあり､連邦ベル奨

学金制度 (FederalPellGrantProgram)がその一例である｡これらのプログラムは中等以後の教育機

関に在学する学生に対 して財政援助を提供する｡プログラムの第一目標は､中等以上の学位取得を

補助することであるが､職業訓練コースを受講する個人に対 しても補助金を支給する場合もある｡

1999年には390億 ドルがこれらのプログラムに割 り当てられており､その19%が職業訓練機関に在籍

する学生の財政援助に当てられている5｡

連邦政府予算

教育省管轄の政策は正規の教育を受けている若年者がその焦点であり､厚生省は福祉受給者に焦

点を当てている｡成人労働者の訓練と就職援助の責任の大部分を担っているのは労働省であること
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から､以下では労働省の予算に焦点を当てる｡図表4-12に労働省における雇用と訓練政策に関する

最新の予算の概要を示す｡

図表4-12 雇用と訓練政策に関する予算 (単位 :100万 ドル)

財政年度 2002年 2003年

変 動若年者対象プログラム 2,866.9 2,577.7

-289.2若年者活動 1,128.0 1,001

.0 -127.0青少年職業機会助成金 225.1

44.5 -180.6ジョブコア 1,45

8.8 1,532.2 73.4青少年犯罪者

復帰計画 55.0 0.0 - 55.0成人対象支

援 2,321.5 2,283.0 - 38.5非自発的離職者雇

用と訓練活動 1,371.5 1.383.0 ll.5経済保障国家緊急助成金 4,000.0 0.0 -4

.000.0成人雇用と訓練活動 950.0 900.0

- 50.0その他の雇用と訓練 1,836.5 1,652.0
-184.5ワンス トップキャリアセンターシステム 12

0.0 113.0 - 7.0再雇用支援のための州への助成金 35.0 35.0

0.0雇用サービス 812.4 928.4 116.0

就労奨励助成金 20.0 20_0 0.0労働力投資法全国プログラム 403.7

115.1 -288.6高齢者対象地域奉仕活動雇用 445.

1 440.2 - 4.9贈与と遺贈 0.3

0.3 0.0小計教育訓練予算当局 7

,024.9 6,512.7 -512.2年金と医療費､ジョブコ

ア 5.1 4.9 - 0.2テロリス ト対策基金 32.5 0.0 - 32.5計教育/訓練当局現在の予算 7,062.5 6,517

.6 -544.9出典:U.S.DepartmentorLaborFiscal2003

Budget,DepartmentorLabor(2003)網掛けの欄の数

値は特に成人労働者向けの施策のものである｡財政年度2003年には合計22億8,300万 ドルが､成人を対象にした雇用と訓練活動プロ

グラムに充てるべ く要請されていて､これには非自発的離職者その他成人のための雇用と訓練活動の予

算が含まれる｡金額的に財政年度2002年から正味3,850万 ドルの減少になる｡wI

A管轄の非自発的離職者の雇用と訓練活動では､州規定の助成金の他一時解雇労働者向けの国民緊

急助成金も支給 し､就職斡旋と再訓練を通 してできるだけ早 く雇用に戻れるように援助する｡成人雇用訓練支援ではまたWIAに基づき

､低収入の成人を対象にした雇用と訓練援助のため規定助成金を州に対 して支給する｡財政年度2003年の要請金額 9億 ド



いるが､この金額も財政年度2002年から1億8,450万 ドルの減少となっている｡報告によると､この

予算内で 1億1,300万 ドルが ｢ワンス トップキャリアセンター｣の運営費に当てられることになって

いる｡この運営には､職種､訓練､キャリア関係の情報を提供するアメリカ労働市場情報システム

(America'sLaborMarketInformationSystem(ALMIS))と､ワンス ト7,プ情報サービスへのアクセスを

向上するための管理費が含まれる｡さらに､3,500万 ドルが再雇用支援のための助成金として計上さ

れている｡財政年度2001年に始まったこのプログラムは､雇用サービス (EmploymentSeⅣice(ES))

を通 して､失業保険受給者でその扶助金を使い切ってしまう可能性が高い者を対象に､職員が直接

就職を支援するものである｡ESはまた､ワンス トップシステム運営のための労働市場インフラを揺

供する｡財政年度2003年､ESの運営に対 し合計 9億2,840万 ドルが要求されている｡ESは就職先を

探 している個人と労働者を募集 している事業主に対 し無料でサービスを提供 している｡この予算で

ESは870万人の就職を支援する予定であると報告 している｡

財政年度2003年には2,000万 ドルが ｢就労奨励助成金 (worklncentlVeGrant)｣用として計上され

ている｡この助成金は障害者の雇用機会を向上するためのものである0WIA全国プログラム (WIA

NationalPrograms)に対 しては財政年度2003年には1億1,510万 ドルが支給されることになっている｡

これらのプログラムにはアメリカ原住民､移民及び季節農場労働者向けの雇用と訓練に関する援助

提供の他､これに関わるパイロット計画や広報､研究調査並びに評価､雇用と訓練制度を補助する

ための技術援助 と奨励助成金､全国スキル ･スタンダー ド委員会 (NationalSkillsStandardsBoard)

並びに女性徒弟制度 (womeninApprenticeshlp)の運営等が含まれる｡

図表4-13はこれらのプログラムへの参加者の概要を示す｡財政年度2002年には成人対象の雇用､

訓練プログラムに41万5,000人が参加 してお り､労働省では2003年にも同数の参加者があるものと予

測 している｡非自発的離職者向けのプログラムには､2003年に90万2,000人の参加があると予測され

てお り､これも2002年と同数である｡

管理構造

2003年 3月時点では､労働力開発の管理は労働力投資法に基づいて構成されている｡この法のも

とでの連邦政府の責任には､プログラムの枠組み構築､参加者の資格決定､予算配分､監視そして

研究調査が含まれる｡労働省の雇用訓練管理局 (EmploymentandTramlngAdminlStratlOn(ETA))が

その運営機関である｡施策の基礎的な枠組みは連邦政府が設定するが､実際に施行に移すのは州と

地方の責任である｡
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図表4-13 各プログラムへの参加者(単位 :千人)

財政年度 2002年 見積 2003年 見積 2003年 受

容力若年者活動 465 46

5 553青少年職業機会助成金

49 43 43ジョブ

コア 72 73 73青少年犯罪者復帰計画 10 0 0

成人雇用訓練法 415 415 510非自発的鞍職者向け雇用 と訓練活動 902 9

02 1,081アメリカ原住民

23 22 22移民及び季節農

場労働者 43 0 0地域奉仕雇用/高齢者 93 92 92

経済保障国家緊急助成金(non-ad

d)1/ 200 600 600計 2,072 2,012 2,374出典:U.S.DepartmentofLaborFiscal2003Budget,theDepartmentofLabor(2

003)州の活動内容は各州異なるが､ここでは典型的な州の政策を簡単に述べる｡州の

担当機関は労働力開発 (または投資)委員会と呼ばれることが多いが､この機関は通常州全体での

教育訓練プログラムの計画と管理に関する一連の任務を果たし､また時には運営管理の任務も果た

す｡ しかし州の行政担当者は地方の実態に精通 していないことから､州の政策を実行するために地

方または地域に執行機関が設立される｡州が奨励するプログラムは様々であるが､かならずといっていいほど含ま

れるのは職業訓練と ｢福祉から就労へ (WelfaretoWork)｣計画､そして最近の奨励策である ｢学

校から職業へ (SchooltoWork)｣計画やワンス トップセンターである｡州によって

は経済開発活動と統合 している場合もある｡中等以後の職業訓練と成人教育が､同一の管轄である

州がある一方､政治的な理由で独立運営されている州もある｡州議会が助言をするだけの州もある

が､実際に管理力を持つ州もあ り､その場合は州議会が共同活動や統合運営などをめぐり､財政上

の決定をすることができる｡フロリダやテキサスのようにマーケット方式を導入 している州もある｡実

際､対投資結果を重視する実績測定や基準適用は､wIAの下で広 く奨励されている改革手段である

｡特にフロリダは実績に基づ く資金供給の方向に進んでいる｡教育訓練プロバイダーに対する供給

額の15%は､資格取得 と就職斡旋実績に基づい

ている｡プロバイダー間の競争の強化､業務の下請け､バウチャー制度などがマーケット方式の主な

例である｡地方レベルで重要な動向は､ワンス トップセンターの設立であろう｡同センターが

､その地域で利用できるプログラムに関する情報を訓練希望者並びに事業主に対 して提供する他

､州によっては単なる情報提供を越えて､キャリアカウンセリングや入学支援を行なっている場合 もある｡地方



は､そのワンス トップセンターが労働力開発への入り口として一括 した窓口となっている｡いずれ

にしても､最も広 く採用されているのは関係者の間で ｢中央先導､地方実践型｣と呼ばれる方針で､

州が総合的な目標を定め､地方担当局がそれを実行に移すやり方である｡

wIAのもとで特に注目すべきは ｢個人訓練勘定 (IndividualTrainingAccounts(ITAs))｣の導入で

ある｡これにより､訓練は然るべき個人に対してワンス トップシステム並びにITAを通 して供給さ

れなければならない｡既に説明したように､この方式は訓練プロバイダーを選択する際に利用者の

選択肢を拡大するために設定されている｡州または地方の担当機関がlTAを実施する過程は次の通

り｡

まず､州並びに地方の労働力投資委員会が､訓練プロバイダーの資格に関し業績ベースの標準を

設定する｡委貞会はプロバイダーのコス トと各プロバイダーの実績に関する情報が掲載された ｢消

費者報告書｣を作成する｡これをもとに､ワンス トップセンターでは､利用者に対 し､適格な訓練

機関､その実績情報､コース経費などの情報を提供 して利用者が適切な訓練を選択できるようにす

る｡利用者は担当職月と相談の上で､然るべき訓練サービス機関のリス トの中から訓練プロバイダ

ーを選ぶ｡その選択の後､ワンス トップセンターは利用者を選択された訓練プロバイダーに紹介し､

個人名の訓練口座 (ITA)を開設し訓練への支払いの手続きをする｡

これ以後､訓練費用はITAを通 して支払われる｡州と地方委員会がそれぞれの地域にあった口座

方式を決定しており､その構造は様々である｡例えば､バウチャー方式の場合もあるし､注文購入

形式を取る場合もある｡ATM式引き落としカードを使用する場合もあれば､小切手振 り替えの場合

や請求書の発行に基づ く方法もある｡WIAには個人に対する訓練援助金に関し制限を規定 しておら

ず､上限を設定するのは州と地方の労働力投資委員会である｡iTAの利用から除外されるのは､OJT､

特定企業向け訓練､コミュニティー組織によって特定のグループを対象に提供される訓練及び適格

なプロバイダーが十分いない分野等である｡バウチャーは認定済みのプロバイダーが提供する訓練

にのみ利用できる｡最後に､事業主及び組合は､自立力を維持するために技能の向上を必要とする

新規もしくは既存の労働者が対象であれば､oJTや特定企業向け訓練に伴い援助金を受けることが

できる｡

1.事業主が行う教育訓練

連邦政府が事業主に対 し職業訓練援助を提供するのは､全国的に労働力不足が深刻な分野 (ハイ

テク技能者､看護婦等)､または､事業主が社会経済的に不利な労働者を雇い､その労働者が自立

のために基礎職業技能を修得する必要がある場合に限られている｡そのような分野では連邦 (また

は州)政府が事業主に対 し税額控除等の奨励プログラムを適用する場合がある｡また､これらの教
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育訓練に対してWIAのもとに補助金が支給されることもある｡連邦政府は､企業の利益が一次目的

である場合の職業訓練に対しては補助金を支給しない｡州レベルでは､企業の技能開発に補助金を

支給する州も見られるが､このような例は､通常その州全体の競争力強化に貢献する特定産業を対

象としている｡ある特定の企業に州の補助金を支給することが､その企業自体の利益になるばかり

でなく､州とコミュニティー全体にとって社会的な利益をもたらすような場合は､州はその企業の

訓練に投資する正当な理由があるといえる｡一例としては､製造工場を誘致しようと他の州と競合

している時､より訓練された労働者が多い方が誘致に成功すると州が考えた場合などがこれにあた

る｡

このような場合を除くと､事業主が主催する職業訓練は､主にその事業主と個々の労働者の責任

になる｡人的資源理論に見られるように､事業主には企業特殊的技能訓練に投資する然るべき理由

がある(Becker1992)｡また､事業主は社員の一般技能訓練にも投資することが報告されており､い

ずれの場合も､企業主催の訓練は高い収益性があることが実証されている(LynchandBlack1998;

ArulampalamandBooth1997)｡事業主が企業特殊的技能訓練に投資する理由は､企業内の生産性向

上に直接寄与することから明白である｡事業主が一般的技能訓練に関しても福利厚生などの一環と

して援助する場合が多いが､これはこういった訓練が有能な労働者や熟練労働者の雇用と維持に役

立つからであると言われている｡

企業環境下では､社員は通常人事部を通して訓練プログラムにアクセスする｡多くの企業が奨学

金や遠隔訓練を提供したり､大学とパー トナーシップを組むなどして学費を補助している場合もあ

る｡ほとんどの企業が社員の受講内容に制限を設けており､コースと仕事との関連性､修得段階毎

の援助額､学位コースであるか否かなどが検討される｡事業主が支援する教育訓練は社員個人が受

給権を有する公共の助成金やローンと組合せて行なわれる場合が多い｡例えば､在職者教育手当て

のための控除 (ExcluslOnforEmployeeEducationBenents(Section127,IRSCode))を利用すると､

事業主が支援する4年制大学の授業料が､年間5,250ドルまで課税収入から除外できる｡132節の規定

は4年制大学のどのレベルにおいても金額の制限なしに控除を認めているが､それは現在の雇用を

保持するために直接必要な場合に限る6｡事業主が行なう訓練に関する補助及びその実際について

は第3章でより詳しく述べる｡

2.在職者が主体的に行う教育訓練

高校から直接高等教育に進む学生を "トラディショナル"それ以外を "ノントラディショナル"

学生と定義しているが､成人在職者を含む後者の人口は急速に伸びており､カレッジの学生の40.9%

は25歳以上 (Di鮎re2001)であり､ほぼ12%が40歳以上であるとされる(0'BrienandMerisotis1996)｡
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これらの一部は事業主が奨励もしくは援助しているものであるが､個人が主体的に受講している場

合が多い｡特に最近では多数の成人が､資格取得プログラム､職務関係の訓練､キャリア開発等､

学位以外の生涯学習に参加している｡

公的支援

過去において財政補助の対象は､正規の年齢で､それもほとんどフルタイムの学生であった｡今

日では､通信学習者を含む "ノントラディショナル"な学生の圧倒的な数によって財政補助はその

様相を変えてきている(CollegeBoard2000)｡これらの学生に対する財政補助には､連邦政府からの

助成金やローン､雇用給付と税額控除､奨学金､助手手当て､インターン手当て及び ｢仕事と学習

プログラム (WorkandStudyProgram)｣等がある｡以下にこれらの補助について簡単に説明する｡

これら補助金のさらに詳 しい説明とその利用状況については第4章で述べる｡

連邦政府から個々の労働者に直接支給される補助とローンには次のようなものがある｡

- ベル奨学金 (pellGrants)

一 連邦教育機会補助基金 (FederalSupplementalEducationalOpportunityGrant)

- スタッフオー ド連邦ファミリー教育ローンプログラムの連邦フォー ド直接学生ローン

(FederalFordDirectStudentLoanProgramofStaffordFederalFamilyEducationLoanProgram)

一 教育省給付の直接統合ローン (DlreCtConsolldationLoans)

- パーキンスローン (PerkinsLoans)

補助金を申し込み､その給付を受けるためには一定の条件を満たさなければならない｡連邦支援

プログラムの支給において､その資格を決定する際の検討項目には､財政上の必要性､高校卒業証

書もしくは高卒検定資格 (GeneralEducationDevelopmentCertlnCate)の有無､正規の学生で然るべ

きコースにおいて学位または資格取得を目指す者であるか､合衆国市民または市民ではないが資格

を有するか､十分な就学成果が認められるかなどが含 まれる (Indiana1998;ROAD MAP1999;

STUDENTGUIDE2000-2001)｡

また､奨学金制度の多 くは年齢を制限していない｡中には "ノントラディショナル"な学生を対

象にした特別の奨学金を設立する制度も出てきている｡インターネット上で労働省が提供 している

｢アメリカズジョブマーケット｣などの無料の奨学金検索サービスも利用できる｡成人在職者のた

めに特別な制度を持つ州もあり､第4章でその例をあげる｡

特に注目すべき傾向は遠隔学習 (ディスタンスラーニング)､いわゆる通信学習の需要が伸びて

いることである｡事実米国議会は遠隔学習に対する財政補助の規制を解除しているし､教育省では

広報企画を後援するなどし､遠隔学習とその財政補助を推進する新 しい方法を試みている｡遠隔学
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習に対する援助は､いまだに高等教育法に規制される点がいくつかあるものの(ReporttoCongress

ontheDistanceEducationDemonstrationPrograms2001myw.ed.POT/Offl'ces/Z2FEPPLPJ'stEd.jZtmJ)､

今後､遠隔教育の分野でより多 くの財政補助を行なおうとする傾向にある｡

在職者の訓練経費は企業がその一部を負担することが多いが､事業主､社員が負担した経費は共

に免税の対象になる｡例えば､生涯学習税額控除では､2002年中に支払われた授業料その他学費の

最初の5,000ドル､その後は最初の10,000ドルに対して20%の税額控除が認められる｡ホープ奨学金

税金控除 (HopeScholarshipTaxCredit)では､中等以後教育の最初の2年目にあるハーフタイム以

上の学生または資格授与コースの学生に対し､最初の1,000ドルまでは100%､次の1,000ドルでは

50%の税額控除を認めている｡違約金なしのIRAでは､中等後教育の正味経費に限り､授業料､学

費､書籍､器具､部屋と宿泊代が控除対象となっている｡また学生ローン利子控除 (Deductionfor

studentLoanInterest)制度もあり､これはカレッジ経費の支払いにあてたどのローンに対しても､

最初の60カ月は利子が控除される｡

さらに､個々の労働者は､公共機関や非営利団体及び営利団体が提供する職業訓練に関する情報

や資料を利用することができる｡公共のサービスで最も総合的なものは､前述した労働省が提供す

る ｢アメリカズジョブバンク (Anerican'sJobBank)｣である｡これはサイバースペースで､最も

規模が大きく利用者が多いサイトとして知られている｡その主要な機能は求職者と雇用者をマッチ

させることであるが､訓練関係の情報も数多く提供している｡このサイトを使って利用者は訓練の

効果､自分の訓練ニーズ､然るべき訓練機関等を調べることができる｡この他の非営利または営利

団体で､個人が訓練についての情報にアクセスするサポートをしている団体は次の通り｡

- AmericanSocietyfわrTrainingandDevelopment

- AssociationfわrCareerandTechnicalEducation

- CenteronEducatlOnandWork

- CenterorOccupationalResearchandDevelopment

- USWorkfbrce.org

最後になるが､財政援助の中には民間財団が提供するものもある｡民間財団は税額控除対象機関

として､年間資産総額の最低 5%を贈与することが義務づけられている｡これらの財団は 連邦政府

の支援と呼応 して企業や個人を援助することにより､社会全般に貢献する事を目的としている｡助

成金をどのように支給するかは個々の財団が決定し､法人などにまとめて給付する所もあれば､業

務ごとに運営費などとして提供するところもある｡
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3.非自発的離職者に対する訓練

非自発的離職者とは､解雇されるか､事業主から雇用の解約または解雇の通知を受けたものを言

う｡アメリカでは毎年約330万人が職場から解雇されていて､その多くが連邦､州､地方の職業斡旋

所のサービスを受けている｡

wIAの対象は原則として社会経済的に不利な立場にある若年者と成人及び非自発的離職者である

が､最近では特定の企業や業界の景気下降によって､非自発的離職に至った半熟練労働者も対象と

するよう拡張された条項もいくつかある｡例えばJTPAのタイトルⅢ､経済的離職及び労働者調整支

援法 (EconomicDislocationandWorkerAdjustmentAssistanceAct(EDWAA))では､比較的高い技能

を持ち､短期の非自発的離職者に対する雇用と訓練援助を許可している｡EDWAAは非自発的離職者

を援助するための総合対策の一環であり､労働者調整及び再訓練予告法 (workerAdjustmentand

RetrainingNotincation(WARN)Act) 及び 通商調整援助 (TradeAdjustmentAssistance(TAA))の適

用範囲で技能を有する離職者の支援が行われる｡

EDWAAの援助を受ける資格があるのは､以前の産業または職種に戻る可能性がほほない者である｡

これには工場の閉鎖または大規模人員整理に伴い職を失った者､長期失業者で地元ではその職種の

雇用機会が限られている者､農場主､牧場主などの自営業で経済状況一般または天災が原因で仕事

を失った者などが含まれる｡特別な状況のもとでは離職をせざるを得なかった主婦などにもEDWAA

の援助金受給が適用される場合もある｡これらの個人が利用できるサービスには早期支援プログラ

ム､職業技能訓練､求職援助､各種補助金供給と移転援助などがある0

EDWAAの具体的業務は､各地方の業務施行組織を通して実施されるが､そこでは地域行政機関並

びに各地域団体が業務委託を受け､非自発的離職者の支援にあたる｡各州政府の知事は施策全体の

管理運営に責任を持ち､それには大規模人員整理が発生した場合の対処方法の確立を含む｡

職業訓練業務の実績を示す指標に関しては､各業務の業績評価の中に見出すことができる｡各業

務単位で一年の業績目標を設定し､年末にその目標が達成されたかどうか評価を行う｡離職者の雇

用､雇用保持率､復職賃金等が検討項目に含まれる｡基となる資料は州が作成するWIAの報告書で

あるが､その他失業保険受給記録もまた主要資料として吟味される｡財政年度1998年の資料による

と､プログラムを修了した者の73%が前職比平均99%の賃金で復職しており､76%はプログラム終

了後平均3ケ月以内に前職の平均102%増の賃金で復職している(DOL2001)｡非自発的離職者の訓練

に関しては第5章でさらに詳しく検討する｡
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4.公共職業訓練

前述したように､労働省の雇用訓練局 (EmploymentandTrainingAdministration(ETA))が成人､

若年者及び非自発的離職者の雇用機会を向上するための公共職業訓練プログラムに助成金を支給 し､

これを管理する｡これらのプログラムは､原則として州がワンス トップキャリアセンターを通 して

提供される7｡これらプログラムは､全て労働者のエンプロイアビリティーの向上を目指していて､

それには参加者の雇用維持率と収入の向上並びに職業技能の向上が含まれる｡このように､訓練と

就職斡旋は切離 して考えることはできない｡また､地域によって職を得るために必要な技能が異な

るため､プログラムの内容は州によって差異がある｡以下はETAのプログラム紹介で述べられてい

るプログラムの一般的な概要である｡この概要は職業訓練を含むwIAのプログラム全てを網羅 して

いる｡

目 標

補助を必要としない雇用者を増加させ､就職後6ケ月以降まで雇用を維持させること｡同時目標

として､当プログラムは参加者及び事業主の顧客満足度の向上を目指す｡雇用目標は失業保険受給

記録方式で測定され､顧客満足度は標本調査で測定する｡

業 務

wIAにより､成人を対象にしたプログラムのほとんどはワンス トップキャリアセンターを通 して

実施されるようになっている｡同法律では求職者が利用できるプログラムを三段階に分けて規定 し

ている｡ ｢コア｣サービスには現地へ出向いての密接なサポー ト､求職サポー トと就職斡旋､労働

市場の情報提供が含まれる｡ ｢集中｣サービスはより総合的な評価､個人の雇用計画の作成､カウ

ンセリングとキャリアプラニングを含む｡集中サービスでも就職先を見つけることができない利用

者は､地域の職場に就職できるような ｢訓練｣サービスを受けることができ､これには職種訓練と

基礎技能訓練の両方が含まれる｡より広い選択とキャリア決定を推進するべ く､参加者は個人訓練

勘定を通 し公認訓練機関の中から適切な訓練プログラムを選ぶ｡

この法では､プログラムへの参加を促進するよう補助的な援助提供 (交通費､児童福祉補助等)

も認可 している｡

対象グループ

18歳またはそれ以上の全ての成人がコアサービスの対象となる｡集中及び訓練サービスでは金銭

的に不利な立場にある福祉受給者や低所得者が優先される｡失業中の成人の他に､有職者でも自立
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のために雇用を確保または保持するための支援が必要な場合はこれを利用できる｡優先順位と自立

性等の判断とその適用については州と地方の責任による｡

助成金

プログラム年度2000年と2001年には州とその管轄地域に対 して､各年度につき9億5,000万 ドルの

規定予算が割 り当てられている｡財政年度2002年の予算要求額は､9億 ドルで2001年から約5,000

万 ドルの減額になる｡

委託機関数

補助金は合衆国50州､コロンビア特別区､プエル トリコその他の周辺管轄区に対 し法定の公式に

従い割 り当てられる｡そして､州はプログラムを施行運営するために､これも公式に沿って各地域

の労働力投資委員会 (workfbrcelnvestmentBoards)約640か所に配分する｡

参加者数

プログラム年度2000年の参加者は約346,000人と報告されている｡プログラム年度2001年には当

年予算と繰越金により､約396,000人にサービスを提供 している｡これはプログラム年度2000年か

ら見て5万人の増加になる｡

実戟資料

プログラム年度1999年 (1999年7月1日から2000年6月20日まで)において､不利な立場にある

成人を対象にしたJTPA(WIA)プログラムでは､その終了者の66%がプログラム終了後90日には､

平均週給347ドルで就職 している｡政府実績及び結果に関する法 (GovernmentPerfわrmanceand

ResultsAct)の業績目標は連せられている｡

5.大学､カレッジ及び民間教育訓練機関に対する支援

職業教育の分野においては､公共助成金の最高額がコミュニティーカレッジに配分されている｡

米国のコミュニティーカレッジは､国内仝雇用者の四分の三を占める中堅技能者の訓練を担ってい

る｡米国全土で1,655校のコミュニティーカレッジがあり､そのうち1,047校が公立､415校が民営で

ある (DigestofEducationStatlStlCS,2001)｡コミュニティーカレッジには年間1,000万以上の学生が

在校 しており､プログラムやサービスも広範囲に及ぶ｡2年制の准学士コース､4年大学への移行

コース､職業再訓練等が代表的なプログラムである｡アメリカのコミュニティーカレッジは､従来
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の高卒進学者を対象とするだけでなく､企業との密接な協力関係を通 して､転職希望者､離職者､

技能向上 を希望する労働者 を対象 に訓練市場において確固たる地位 を占めるに至 っている

(DoughertyandBakia1999;Grubb2002;NSF1999)｡現に､2年制カレッジにおける労働力開発は､

多 くの州でカレッジ業務の最成長分野となっている｡

職業訓練及び ｢福祉から就労へ｣計画では､かなりの訓練並びに補習学習のプログラムをコミュ

ニティーカレッジに委託 している｡米国では成人向け教育の多 くが､補習学習とESLに占められて

いることを考慮するとコミュニティーカレッジの重要性が伺われる｡コミュニティーカレッジはま

た､自らの裁量で､また州の経済開発助成金を基に特定企業を対象とした技能訓練を提供する｡こ

のようなプログラムは､連邦からの要請や州の政策ではなく､地域の自主的奨励策の結果であるこ

とが多い｡

また､特定の学習分野を対象にした連邦支援プログラムもいくつかある｡国家的施策として労働

者を量､質ともに向上させる必要のある分野を対象に､政府はカレッジに対 して奨励金や助成金を

支給する｡最近の例では前述 した高度テクノロジー教育計画 (AdvancedTechnologicalEducation

program)がある｡このプログラムはコミュニティーカレッジの技術教育/訓練に助成金を支給する

ものであり､この支給を受けて､カレッジは科学､テクノロジー､エンジニアリング､数学の分野

を改善することが求められている｡1994年に最初の助成金が支給されて以来､400校以上がこの助成

金を受給 している｡2002年の年間予算は3,900万 ドルであった｡

ovAEによる援助

教育省の職業及び成人教育庁 (o爪ceofVocationalandAdultEducation(OVAE))は若年者と成人

が中等後教育を受けるために必要な情報､研究､財源を提供する｡OVAEのが担当する分野は4つ

に分けられ､ハイスクール､キャリア及び技術教育､コミュニティーカレッジ､成人教育と識字教

育である｡

職業及び成人教育のプログラムでは､州とコミュニティーによる職業訓練プログラム､成人教

育､識字教育の向上を推進するために州を対象に規定助成金を支給する｡財政年度2003年の成人職

業訓練分野での予算は13億 ドルである｡このプログラムは主に成人の基礎及び識字教育を対象にし

ており､このことからも社会的に不利な立場にある人々を支援することが､成人教育及び訓練分野

においても連邦政府の主要な役割であることがわかる｡予算が州に配分された時点で､州は規定分

配方式を使って､地域の教育機関､コミュニティー及びテクニカルカレッジ等に対 し助成金の競合

配分 し､州単位での活動を開始する｡
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図表4-14 成人教育予算 (成人基礎及び識字教育)

(単位 :100万ドル)

プログラム 2002年 2003年(要求嶺

)中等及び技術教育州助成金

- -職業教育州助成金 1,180.0

1,180.0技術-予備教育州助成金 10

8.0 108.0テックプレツプデモンス ト

レーション 5.0 -全国プログラム 12.0 12.

0職種及び雇用情報 9.5

-計 1,314.5 1,300.0これらのプログラムは､高校 もしくはコミ

ュニティーカレッジのレベルで行なわれるが､対象は成人である｡参加者のほとんどは移民家族で

あり､社会経済的に不利な背景を持つ｡したがって､これらのプログラムは高校 レベルの能力を目

指した識字学習であり､教師は読み書き､数学､英会話を指導する訓練を受けている必要がある｡

このようなプログラムは､移民人口が多 く､貧富の差が顕著な米国独特なものであるが､連邦政府の成人教育予算の中でもかなりの




